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道内景気は、一部に弱さがみられるものの、緩やかに回復している。生産活動は足踏みが

みられる。需要面をみると、個人消費は、一部に弱い動きがみられるものの、緩やかに持ち

直している。住宅投資は横ばい圏内の動きとなっている。設備投資は、緩やかに持ち直して

いる。公共投資は、下げ止まりの動きがみられる。輸出は、弱含みとなっている。観光は、

来道者数、外国人入国者数ともに前年を上回っている。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は件数が前年比横ばいとなった。

消費者物価は、２８か月連続で前年を上回っている。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）
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１．景気の現状判断DI～２か月ぶりに上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月ぶりに低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、４月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を４．１ポイン

ト上回る４９．６に上昇した。横ばいを示す５０を

２か月連続で下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を２．９ポイント下回る４９．５となった。横ばい

を示す５０を７か月ぶりに下回った。

３月の鉱工業生産指数は９７．４（季節調整済

指数、前月比▲１．４％）と２か月ぶりに低下

した。前年比（原指数）では▲３．７％と２か

月ぶりに低下した。

業種別では、鉄鋼業等６業種が前月比上昇

した。化学・石油石炭製品工業等９業種が前

月比低下となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０１９年６月号

ｏ．２７５（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００１～００５　道内経済の動き  2019.05.21 16.24.57  Page 1 



%

百貨店 スーパー コンビニエンスストア

322019/11211109876542018/3
-10

-2
-4

0
2
4

8
6

-6
-8

３．百貨店等販売額～２か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～２か月ぶりに減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球

千人 ％
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５．札幌ドーム来場者～２か月連続で増加

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

３月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋０．２％）は、２か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比▲１．３％）は、衣料品、飲

食料品、その他の品目が前年を下回った。

スーパー（同＋０．６％）は、身の回り品、飲

食料品が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋０．７％）

は、５か月連続で前年を上回った。

３月の乗用車新車登録台数は、２３，９７０台

（前年比▲５．３％）と２か月ぶりに前年を下

回った。車種別では、普通車（同▲１１．４％）、

小型車（同＋１．２％）、軽乗用車（同▲３．３％）

となった。

年度累計では、１７８，５３３台（前年比▲２．８％）

と前年を下回っている。内訳は普通車（同

▲２．５％）、小型車（同▲４．１％）、軽乗用車

（同▲１．８％）となった。

３月の札幌ドームへの来場者数は、２５６千

人（前年比＋１９．２％）と２か月連続で前年を

上回った。内訳は、プロ野球１８７千人（同

＋１７．７％）、サッカー５３千人（同＋３３．９％）、

その他が１６千人（同▲２．１％）だった。

道内経済の動き

― ２ ―ほくよう調査レポート ２０１９年６月号
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～３か月ぶりに減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～５か月連続で増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

%億円

請負金額 前年比（右目盛）
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８．公共投資～２か月ぶりに減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

３月の住宅着工数は２，４４３戸（前年比

▲１３．２％）と３か月ぶりに前年を下回った。

利用関係別では、持家（同＋１８．１％）、貸

家（同▲３０．０％）、給与（同±０．０％）、分譲

（同＋６．２％）となった。

年度累計では３５，７６１戸（前年比▲３．５％）

と前年を下回った。利用関係別では、持家

（同＋２．４％）、貸家（同▲７．２％）、給与（同

＋２．２％）、分譲（同▲１．６％）となった。

３月の民間非居住用建築物着工面積は、

１０８，４３７㎡（前年比＋４．０％）と５か月連続で

前年を上回った。業種別では、製造業（同

▲４５．５％）、非製造業（同＋８．３％）であっ

た。

年度累計では、１，８６８，２９１㎡（前年比

▲５．８％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同▲１６．３％）、非製造業（同

▲４．８％）といずれも前年を下回っている。

４月の公共工事請負金額は１，５７３億円（前

年比▲１．３％）と２か月ぶりに前年を下回っ

た。

発注者別では、国（同▲３２．８％）、地方公

社（同▲４１．８％）、その他（同▲７４．８％）が

前年を下回った。独立行政法人（同＋３６．８％）、

道（同＋３．５％）、市町村（同＋２４．０％）が前

年を上回った。

道内経済の動き

― ３ ― ほくよう調査レポート ２０１９年６月号
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～２か月ぶりに増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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-25
-20
-15
-10
-5

0

40
20

60
80
100

240

5
0

10
15
20
25

35

200
220

180
160

30

140
120

2018/3 322019/1121110987654

１０．外国人入国者数～４か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が４か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）

３月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，１２９千人（前年比＋３．６％）と２か月ぶ

りに前年を上回った。輸送機関別では、JR

（同＋１１．５％）、航空機（同＋３．０％）、フェ

リー（同＋７．１％）となった。

年度累計では、１３，５４６千人（同▲１．７％）

と前年を下回っている。

３月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１４９，７１６人（前年比＋４．８％）と４か月連

続で前年を上回った。年度累計では、

１，８８３，６８３人（同＋８．５％）と前年を上回って

いる。

空港・港湾別では、新千歳空港が１４１，６７０

人（前年比＋６．０％）、旭川空港が１，３２０人

（同▲２３．１％）、函館空港が６，７１９人（同

▲１０．３％）だった。

３月の貿易額は、輸出が前年比▲１７．４％の

２８２億円、輸入が同▲２２．２％の９６５億円だっ

た。

輸出は、魚介類・同調製品、鉄鋼くず、有

機化合物などが減少した。

輸入は、石油製品、原油・粗油、石油ガス

類などが減少した。

輸出は、年度累計では３，８４３億円（前年比

＋０．８％）と前年を上回っている。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０１９年６月号
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～改善が進んでいる

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数は横ばい

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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総合
生鮮食品除く総合

食品およびエネルギー除く総合

％

399.0

100.0

103.0

102.0

101.0

3.0

2.0

-1.0

0.0

1.0

22019/11211109876542018/3

2015年
＝100.0

１４．消費者物価指数～２８か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

３月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．１９倍（前年比＋０．０５ポイント）と１１０

か月連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比＋０．６％増加し、３

か月連続で前年を上回った。業種別では、医

療・福祉（同＋７．７％）、建設業（同＋４．６％）

などが前年を上回った。宿泊業・飲食サービ

ス業（同▲８．７％）などが減少した。

４月の企業倒産は、件数が１６件（前年比±

０．０％）、負債総額が１７億円（同＋１２．６％）

だった。件数は前年比横ばいとなった。

業種別ではサービス業・他が５件、小売業

が４件などとなった。

３月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０２．３（前月比＋０．２％）となっ

た。前年比は＋０．８％と、２８か月連続で前年

を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、３月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は一部の商品を除き、おおむね安定してい

る。石油製品の価格は調査基準日（４月１０

日）時点で前月比、灯油・ガソリン価格とも

に値上がりした。

道内経済の動き

― ５ ― ほくよう調査レポート ２０１９年６月号
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１．従業員の過不足感

雇用人員判断DI（△５５、「過剰企業の
割合」－「不足企業の割合」）は前年同期比
±０となった。１９８９年の調査開始以来、
過去最低の前年から横ばいとなり、人手
不足感は高止まりしている。＜図１＞

２．今春の新卒採用状況

今春に「新卒採用した企業」（３７％）は
前年から７ポイント低下した。＜図２＞
採用予定人数に対する充足率は、「予定
どおり」の企業が３８％と前年同期比５ポ
イント低下した。全ての業種が前年を下

回り、道内企業の新卒採用は苦戦が続い
ている。＜表３＞＜図６＞

３．今後１年間の従業員の増減見通し

雇用方針DI（「増員する企業の割合」
－「減員する企業の割合」）は＋２５と前
年同期から４ポイント低下した。もっと
も、木材・木製品製造業以外はプラス水
準となっており、人員確保の動きは続く
見込み。特にホテル・旅館業は前年比４２
ポイント、運輸業は２３ポイント上昇し人
員確保の動きが強まっている。＜図３＞
＜表８＞

特別調査

企業の人手不足感は高止まり
２０１９年 道内企業の雇用動向と新卒採用

要 約

＜図１＞従業員の過不足感（雇用人員判断DIの推移）

＜図２＞新卒採用状況（新卒採用実施企業の割合）

＜図３＞今後１年間の従業員の増減見通し（雇用方針DIの推移）
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握。

調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。

調査内容
２０１９年度の雇用動向と新卒採用について

回答期間
２０１９年２月中旬～３月中旬
本文中の略称
雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
雇用方針DI
「従業員を増員する割合」ー「従業員を減員す
る割合」
ｎ（number)
有効回答数

地域別回答企業社数

業種別回答状況

＜表１＞項目別の要点

（項 目） 要 点

�従業員の過不足感 ＜図４＞
雇用人員判断DI（△５５）は前年と同水準となり人手不足感が強い状態が続いてい
る。業種別では食料品製造業、運輸業、ホテル・旅館業の人手不足感が強まった。

�今春の新卒採用状況 ＜図５＞
「今春新卒採用を実施した」企業（３７％）は前年に比べ７ポイン
ト減少した。鉄鋼・金属製品機械製造業以外は前年を下回った。

�新卒採用内定者の評価 ＜表２＞
「良い人材を採用できた」企業（５３％）は前年比６ポイント上昇
した。

�採用予定人数に対しての
充足率

＜表３＞
「予定どおり」の企業（３８％）は前年比５ポイント低下。すべて
の業種で前年比低下しており、充足率は低下が続いている。

�企業の新卒採用決定要因＜表４＞ 「将来の人手不足に備える」企業（７９％）は前年比８ポイント上
昇。全業種で最多となる。

�今春新卒採用しなかった
企業の理由

＜表５＞
「随時、中途採用する」（６３％）は前年比２ポイント低下したが、
木材・木製品製造業を除き１位。

�新卒採用実施企業の中途
採用計画

＜表６＞
「必要があれば随時、中途採用する」（９０％）は前年比７ポイント上昇。「必要があれば随時、
中途採用する」の回答は全ての業種で８割を超え、中途採用への依存度が高まっている。

	採用する際の重視項目 ＜表７＞
「協調性」（７７％）が前年比７ポイント低下。以下「積極性」
（７１％）、「誠実性」（６８％）が続く。


今後１年間の従業員の増
減見通し

＜表８＞
雇用方針DI（＋２５）は前年比４ポイント低下。製造業（＋１７）は１９ポイント
低下。非製造業（＋２９）は３ポイント上昇。木材・木製品以外はプラス水準。

企業数 構成比 地 域
全 道 ３７４ １００．０％
札幌市 １４０ ３７．４ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ７９ ２１．１
道 南 ３８ １０．２ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５３ １４．２ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部

道 東 ６４ １７．１ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ７０２ ３７４ ５３．３％
製 造 業 １９７ １０９ ５５．３
食 料 品 ６８ ３８ ５５．９
木 材 ・ 木 製 品 ３３ ２０ ６０．６
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３１ ５１．７
そ の 他 の 製 造 業 ３６ ２０ ５５．６
非 製 造 業 ５０５ ２６５ ５２．５
建 設 業 １３８ ７９ ５７．２
卸 売 業 １０５ ５８ ５５．２
小 売 業 ９３ ４５ ４８．４
運 輸 業 ５３ ２６ ４９．１
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ １２ ３４．３
その他の非製造業 ８１ ４５ ５５．６

調 査 要 項
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＜図4＞従業員の過不足感（雇用人員判断DI）（n=364）
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＜図5＞今春の新卒採用状況（n=367）
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�良い人材を採用できた ５３ ５１ ６０ ６０ ４２ ５０ ５４ ６４ ５４ ５３ ５６ ４０ ４３
（４７）（５３）（６７）（７５）（２５）（６３）（４５）（５０）（３８）（３８）（９１）（２７）（３３）

�従来と変わらない ３６ ３７ ４０ ４０ ３３ ３８ ３６ ２９ ３１ ３５ ３３ ４０ ４８
（４６）（４４）（３３）（２５）（６７）（３８）（４６）（４０）（５０）（４８）（９）（６４）（６２）

�良い人材を採用できず １１ １１ － － ２５ １３ １１ ７ １５ １２ １１ ２０ １０
（８）（３）（－）（－）（８）（－）（９）（１１）（１３）（１４）（－）（９）（５）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�予定どおり ３８ ４０ ５０ ２０ ３１ ５０ ３７ ４６ ４６ ２２ ３３ ０ ４３
（４３）（４９）（６２）（２５）（５０）（３８）（４１）（４９）（５６）（２４）（４６）（１８）（４３）

�９割台 ５ ３ － － ８ － ６ １４ － １１ － － －
（８）（８）（－）（２５）（８）（１３）（８）（８）（１９）（５）（１８）（９）（－）

�７～８割台 ２１ １３ １０ ４０ ８ １０ ２３ １４ ２３ ２２ ３３ ４０ ２９
（２１）（２２）（２３）（２５）（２５）（１３）（２１）（１３）（１３）（２９）（１８）（３６）（２９）

�５～６割台 ２２ ２６ ３０ ２０ １５ ４０ ２０ ７ ２３ ３３ ２２ ６０ １４
（１６）（１９）（８）（２５）（１７）（３８）（１５）（１３）（６）（２９）（－）（９）（２４）

�３～４割台 １０ １３ １０ ２０ ２３ － ９ １４ ８ － １１ － １０
（５）（－）（－）（－）（－）（－）（７）（８）（６）（５）（１８）（９）（－）

�１～２割台 １ － － － － － １ ４ － － － － －
（３）（－）（－）（－）（－）（－）（３）（３）（－）（１０）（－）（－）（５）

�１割未満 ４ ５ － － １５ － ３ － － １１ － － ５
（４）（３）（８）（－）（－）（－）（４）（８）（－）（－）（－）（１８）（－）

＜表２＞新卒採用内定者の評価（n=128）
（単位：％）

※今春に新規採用を実施した企業の数値、（ ）内は前年実績、四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。

＜表３＞採用予定人数に対しての充足率（n=132）
（単位：％）

※今春に新規採用を実施した企業の数値、（ ）内は前年実績、四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。

＜図６＞採用予定人数に対しての充足率推移

採用予定人数に対しての充足率
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�将来の人手不足に備え
る

① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ①
７９ ７９ ８０ １００ ８６ ５６ ７９ ９０ ７１ ７８ ７８ ８０ ７１
（７１）（６６）（６２）（１００）（６２）（５７）（７３）（６３）（６３）（５５）（１００）（７３）（６７）

�年齢構成の改善を図る
② ③ ② ③ ③ ② ② ② ③ ② ③ ③ ②
４９ ５０ ５０ ４０ ５７ ４４ ４９ ５５ ２９ ５６ ４４ ２０ ５７
（６０）（５３）（５４）（４０）（６９）（２９）（６３）（７６）（６９）（５５）（６０）（５５）（５７）

�人材確保の好機である
③ ② ③ ② ③ ② ②
３４ ２９ ５０ ０ ２９ ２２ ３７ ２１ ４３ ３３ ５６ ０ ５７
（４２）（３２）（３９）（２０）（１５）（５７）（４５）（２４）（３１）（５５）（４０）（３６）（６７）

�生産販売部門の強化を
図る

② ② ② ② ③
２９ ５５ ５０ ８０ ６４ ３３ １９ １４ ２１ ２２ １１ ０ ２９
（２９）（４２）（３１）（６０）（３９）（５７）（２５）（１６）（２５）（２５）（２０）（２７）（３３）

�業績の推移を重視する
③ ②

２４ ２４ ３０ ０ ２９ ２２ ２４ ３５ ２１ １１ ０ ４０ ２９
（２４）（２４）（３１）（２０）（２３）（１４）（２４）（３４）（１９）（１５）（１０）（１８）（２４）

�退職者の補充にとどめ
る １８ ２６ ４０ ２０ １４ ３３ １５ ７ ７ ２８ １１ － ２４

（１５）（２１）（１７）（－）（６）（－）（１０）（１１）（３０）（１９）（－）（１１）（２７）

�事業の拡大を図る
③

１７ １６ ２０ ２０ １４ １１ １８ ２４ ２１ ６ １１ ２０ １９
（２２）（２１）（３１）（２０）（２３）（－）（２３）（１１）（３１）（２５）（－）（３６）（３８）

	景気動向を重視する
③

９ ８ － － ７ ２２ ９ １７ － １１ － ２０ ５
（８）（１１）（１５）（２０）（８）（－）（７）（１１）（６）（－）（－）（９）（５）


その他 １ － － － － － １ － － － － － ５
（１）（－）（－）（－）（－）（－）（１）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�随時、中途採用する
① ① ① ② ① ① ① ① ① ① ① ① ①
６３ ５８ ７３ ３３ ６３ ４４ ６６ ６８ ７３ ４８ ５３ ５７ ８１
（６５）（６６）（７７）（５６）（５７）（７５）（６５）（５１）（７０）（６２）（６７）（７１）（７７）

�現従業員で十分である
② ② ① ② ② ② ②
２３ ２４ ８ ４０ ３１ ３３ ２３ １３ ３２ ３３ １２ １４ ２４
（２１）（２０）（６）（３３）（３３）（－）（２２）（１５）（３０）（２４）（１３）（１４）（２３）

�募集したが、採用した
い人材がいなかった

② ② ②
２３ ２０ ２７ ７ １９ ２２ ２５ ４５ １４ ２６ ６ １４ １９
（１８）（１６）（６）（－）（２４）（３８）（１９）（３３）（１０）（１４）（１３）（１４）（１８）

�教育・訓練に時間がか
かる

② ②
１９ １８ ２３ ３３ ６ － １９ １７ ２１ ７ ３５ ２９ １９
（１６）（１８）（１８）（－）（１９）（３８）（１５）（２６）（８）（－）（２０）（２９）（１８）

�パート・アルバイトを
活用する

② ② ②
１５ ２０ ３１ １３ １３ １１ １４ ２ ９ ３０ － ４３ ２９
（１６）（２４）（５９）（１１）（１０）（－）（１３）（５）（１０）（２９）（－）（１４）（２７）

�採用する余裕がない ４ ６ ４ ２０ － － ４ ４ ５ ７ － － －
（７）（６）（－）（－）（５）（２５）（７）（８）（８）（１０）（７）（－）（５）

�その他 ５ － － － － － ７ ４ ５ － １８ １４ １４
（５）（４）（６）（－）（５）（－）（５）（８）（－）（５）（１３）（－）（５）

＜表４＞企業の新卒採用決定要因（複数回答n=134）
（単位：％）

今春に新卒採用を実施した企業の数値、○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年実績

＜表５＞今春新卒採用しなかった企業の理由（複数回答n=229）
（単位：％）

今春に新卒採用を実施しなかった企業の数値、○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年実績

特別調査

― １０ ―ほくよう調査レポート ２０１９年６月号

ｏ．２７５（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０００　特別調査  2019.04.24 13.42.01  Page 10 



（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�必要があれば随時、中
途採用する

９０ ９２ ８９ １００ ９３ ８９ ８９ ８３ ８６ ９４ ８９ １００ ９１
（８３）（８２）（６９）（１００）（９２）（７１）（８４）（８７）（６３）（８５）（９１）（１００）（８１）

�中途採用はしない ２ ５ １１ － － １１ １ ３ － － － － －
（３）（３）（８）（－）（－）（－）（３）（３）（１３）（－）（－）（－）（５）

�未定 ８ ３ － － ７ － １０ １４ １４ ６ １１ － １０
（１４）（１６）（２３）（－）（８）（２９）（１３）（１１）（２５）（１５）（９）（－）（１４）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�増員する ３８ ３２ ４２ １５ ３２ ２８ ４０ ５１ ４３ ２２ ４２ ５０ ３１
�変わらない ５０ ５３ ４７ ５０ ６５ ５０ ４９ ３９ ５３ ５８ ４６ ４２ ５５
�減員する １２ １５ １１ ３５ ３ ２２ １１ １０ ３ ２０ １２ ８ １４
雇用方針DI（A－C） ２５ １７ ３２ △２０ ２９ ６ ２９ ４０ ４０ ２ ３１ ４２ １７

前年同時期DI ２９ ３６ ２３ ３１ ４６ ４４ ２６ ４４ ３１ ７ ８ ０ ３０

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�協調性
① ① ① ① ① ③ ① ③ ① ② ② ② ①
７７ ８０ ８０ ８０ ８６ ７０ ７５ ６７ ８６ ７２ ７８ ８０ ８１
（８４）（８７）（８５）（１００）（８５）（８８）（８２）（８０）（８１）（８１）（６４）（１００）（９１）

�積極性
② ② ④ ④ ③ ① ② ② ② ① ③ ④
７１ ６９ ７０ ６０ ６４ ８０ ７１ ７０ ７９ ６７ ７８ ６０ ７１
（７０）（７４）（７７）（８０）（５４）（１００）（６８）（７２）（６３）（６２）（８２）（８２）（５７）

�誠実性
③ ④ ① ③ ① ③ ① ① ③ ②
６８ ６４ ４０ ８０ ６４ ８０ ６９ ６３ ５７ ７８ ７８ ６０ ７６
（６９）（７７）（７７）（１００）（６９）（７５）（６６）（５９）（６９）（７１）（６４）（４６）（８６）

�コミュニケーション能
力

② ① ① ② ② ② ②
６６ ６９ ８０ ８０ ７１ ５０ ６５ ６０ ４３ ７２ ７８ ６０ ７６
（６３）（５６）（７５）（８３）（４７）（２９）（７６）（８１）（５２）（６３）（５０）（３３）（７３）

	責任感
④ ① ④ ③ ① ③ ①

６３ ６４ ８０ ６０ ６４ ５０ ６３ ７３ ６４ ６１ ２２ １００ ５７
（６６）（６４）（８５）（６０）（３９）（７５）（６６）（６９）（６９）（６７）（５５）（７３）（６２）


一般常識
③

３８ ３６ ４０ ４０ １４ ６０ ３９ ３３ ３６ ３３ ５６ ８０ ３８
（４１）（３３）（３３）（５０）（２４）（４３）（４３）（５１）（３５）（２６）（５０）（４４）（５５）

�自立性 ２７ ２３ １０ ４０ １４ ４０ ２８ ２３ ３６ ３３ １１ － ３８
（２４）（３１）（３１）（４０）（２３）（３８）（２２）（１８）（３８）（１４）（１８）（１８）（２９）

�専門知識 １５ １８ １０ ４０ ２１ １０ １４ １７ － ６ － ２０ ３３
（１１）（８）（－）（２０）（－）（２５）（１３）（１０）（６）（１４）（９）（９）（２４）

リーダーシップ ９ ５ １０ － － １０ １０ ３ １４ ２２ － － １４
（１１）（５）（２５）（１７）（－）（－）（１１）（５）（１７）（１５）（１３）（－）（１８）

�地元出身者である ８ ５ － ２０ ７ － ９ １７ ７ １１ － － ５
（１３）（５）（－）（３３）（６）（－）（８）（１５）（９）（１５）（２５）（２２）（１４）

�公的資格がある ４ － － － － － ６ ３ ７ ６ － － １４
（５）（－）（－）（－）（－）（－）（７）（－）（６）（１４）（９）（－）（１４）

�学業成績 ２ ３ － － － １０ ２ － － － － － １０
（６）（５）（８）（－）（６）（－）（６）（－）（１３）（４）（１３）（１１）（９）

�その他 １ ３ － － ７ － － － － － － － －
（１）（－）（－）（－）（－）（－）（１）（２）（－）（－）（－）（－）（－）

＜表６＞新卒採用実施企業の中途採用計画（n=133）
（単位：％）

※今春に新卒採用を実施した企業の数値、（ ）内は前年実績、四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。

＜表７＞採用する際の重視項目（複数回答n=136）
（単位：％）

※今春に新卒採用を実施した企業の数値、（ ）内は前年実績

＜表８＞今後１年間の従業員の増減見通し（雇用方針DI）（n=367）
（単位：％）

四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。
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調査年度 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

１９８９年 △３０ △２６ △２０ △３５ － － △３３ △４６ △２３ △２４ － － －

１９９０年 △４５ △３８ △３２ △４７ － － △４６ △６１ △４２ △３２ － － －

１９９１年 △４９ △５８ △５９ △５７ － － △４８ △５４ △５３ △３７ － － －

１９９２年 △４０ △３７ △４４ △２４ － － △４１ △５０ △４５ △２６ － － －

１９９３年 △２１ △１７ △１８ △１４ － － △２３ △３４ △１１ △１５ － － －

１９９４年 △１６ △１８ △１８ △１８ － － △１６ △３１ ０ △５ － － －

１９９５年 △３ △１ △４ △１０ ３３ １２ △４ △２５ １２ １６ △３０ ０ △７

１９９６年 △９ △１７ △８ △３５ △１１ △１１ △５ △１８ １３ ４ △２７ △５０ ２４

１９９７年 △５ △９ △３ △２２ △１７ △６ △３ △１０ １５ △３ ０ △１６ ０

１９９８年 ６ ２ △９ １７ △２２ ２５ ７ ７ ２０ ３ ０ ２５ △１０

１９９９年 ５ ０ ２ △４ １８ △１３ ６ ０ ７ １４ １５ ０ △２６

２０００年 ３ ９ １３ ４ ２０ △１６ ０ ６ △２ ２ △３ △３８ ０

２００１年 ０ △３ △１２ △８ ３０ △１３ １ １０ ６ △７ △１５ △２０ ６

２００２年 ９ １７ ６ ３１ ３１ １０ ５ １５ １２ △４ △６ △６ ２

２００３年 １０ １１ ４ ２０ １０ １５ １０ １４ ２２ １２ △１０ △２２ ６

２００４年 １１ ４ ５ ４ ５ ３ １４ ２３ ９ １２ ２ ２２ ０

２００５年 ２ ３ △９ １１ △３ １３ ２ １１ △９ １３ △２２ △１１ ０

２００６年 ０ △２ △１３ ２３ △１０ ２ １ ３ １３ ３ △９ △１２ △１０

２００７年 △１ △６ △１０ △４ △７ ０ ０ １３ ５ △３ △２１ △３３ △８

２００８年 ０ ５ △１３ １３ ３ ２０ △１ １１ ５ △９ △１８ △６ △７

２００９年 １７ １７ ５ １０ １６ ３７ １８ ２７ １７ １２ ９ １３ １３

２０１０年 ７ ５ ０ ５ △３ ２２ ７ １２ ８ ５ ０ △４ ６

２０１１年 ３ ０ △３ １３ △１２ ８ ４ ６ ２２ △３ △１３ △１１ ２

２０１２年 △７ △１０ △３ △９ △１４ △１７ △６ △８ １２ ３ △２１ △３５ △１６

２０１３年 △２３ △１５ △１８ △１９ △２５ ８ △２６ △３５ △４ △２１ △３２ △１８ △３７

２０１４年 △２９ △１４ △１０ △２２ △２９ １０ △３５ △６０ △１２ △１８ △４０ △３６ △４２

２０１５年 △３３ △２１ △２３ △１０ △２５ △２１ △３８ △４６ △１５ △３３ △６０ △５３ △３７

２０１６年 △３９ △２５ △２８ △３７ △２５ △９ △４４ △５４ △１６ △３９ △６９ △７５ △４９

２０１７年 △４２ △２５ △１６ △３３ △３５ △１５ △４７ △６４ △９ △３８ △６８ △６１ △５７

２０１８年 △５５ △４４ △５２ △４２ △４４ △２９ △６０ △７６ △４０ △６８ △７１ △７８ △４１

２０１９年 △５５ △４２ △５７ △３５ △３９ △３０ △５９ △６８ △３７ △５３ △８４ △８３ △６０

＜参考資料＞業種別雇用人員判断DI（過剰－不足）（１～３月特別調査）推移表
（単位：％）

四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。
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今回の調査では、道内の人手不足感は過去最高の前年から横ばいとなる一方で、今春の新

卒採用予定人数充足率は過去最低の結果となりました。

新卒採用に苦戦するなか、働き方改革関連法案への対応や、高齢化する技術者からの技術

の承継が課題との声が聞かれます。このような状況下、各企業では人手不足への対応とし

て、中途採用による生産性の維持・外国人実習生の採用検討・資格取得の奨励による技術力

の強化など、様々な動きが見られます。

以下に、企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

１．採用に関しての意見

【製造業】

＜食品製造業＞ 正社員、パートとも確保が

難しい状況が続いている。賃金を引上げして

募集しているが応募がほとんどなく厳しい状

況である。

＜木材・木製品製造業＞ 一時期は新卒採用

もしていたが、教育期間が終わり、これから

という時に退職されることから、現在は即戦

力の中途採用を中心に採用している。

＜はん用機械器具製造業＞ ２年ほどは希望

通りの採用ができているが、１０年単位で考慮

した場合、定着率に不安が残る。技能者の高

齢化が著しく進む状況となっており、新卒採

用した人材の育成と環境改善に一層資源を注

ぐ必要がある。

＜金属製品製造業＞ 採用活動で高校を７月

頃まわっても工業系は早くから大企業のオ

ファーもありほとんど決まっている状態であ

る。

【非製造業】

＜総合工事業＞ 積極的な採用活動を展開し

ているので、面接までは優秀な大学生が多く来

てくれるが内定を出しても辞退が多い。今後

はUIターン者を積極的に採用する必要がある。

＜総合工事業＞ 建設業においては不景気に

なってもある程度の工事量はあり、技術者は

常に確保しなければならない。そのために年

齢構成を見ながら、新卒採用・中途採用を行

わなければならない。

＜電気通信工事業＞ 人件費の固定化が収益

の足を引っ張らないよう、採用は中期的計画

に基づき、売上とのバランスを念頭に進めて

いるが、予定人数には届いていない。また、

有期から無期への転換制度導入以降は、いず

れは無期雇用となる前提で将来的な期待感も

加味して対象者を選考するようにしている。

＜機械器具卸売業＞ 新卒を募集しているが

応募がない。学生向け就職説明会等にはス

タッフに余裕がなく参加できていない。工事

が土・日に集中しており、嫌がられる傾向に

ある。４月からの有給の消化は若手を優先に

実施する予定であるが、役員にそのしわ寄せ

が来るのが現状である。

経営のポイント

中途採用・外国人活用・社内教育などで人手不足に対応
〈企業の生の声〉
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２．雇用全般に関する意見＜建築材料卸売業＞ 新卒採用は応募も少な

く厳しい状況となっている。定年退職者につ

いては再雇用を行っている。そのため、年齢

構成がいびつになっている。

＜ホテル・旅館業＞ 今年度は、年５日の年

次有給休暇の消化義務や残業時間の抑制、ま

た毎年発生する退職者の補充からも人材確保

は必要であり、その手段として新卒採用を進

めたが、最近は初任給や求人倍率の上昇から

採用環境は厳しさを増すばかりで、理想とす

る人材の確保は一段と難しい。

＜その他の娯楽業＞ 少子化の影響から人員

確保が困難になってくると想定している。海

外からの労働力確保も視野に入れなければな

らないが、資格を有する専門職を確保するた

め情報収集に努めている。

＜自動車整備業＞ 日本人の雇用が思うよう

にいかないため、今期はベトナム実習生５名

の採用により整備件数の維持をしたいと考え

ている。

＜情報サービス業＞ 大手が経験を問わず中

途採用の募集を行う中、当社は業界経験者の

中途採用に取組んできたが、思うように人材

確保ができない。そのため２０２０年の新卒採用

に向け取組むこととした。

【製造業】

＜食料品製造業＞ 高齢、ベテラン（勤続３０

年～５０年が多数）による前例踏襲姿勢に対

し、新しい感覚を取り入れどう活かすかを検

討し業績向上に役立てたい。若年層とのコ

ミュニケーションを向上させなければならな

い。

＜食料品製造業＞ 雇用に関しては企業の活

性化や自社の求める理念・方針に沿った人材

を確保し、育成する事を考えたい。新卒採用

を次世代を担う会社の戦力として育成する一

方で、即戦力としての中途採用のメリットを

活かした雇用を実現し会社の存続を図る。

＜生産用機械器具製造業＞ 技術者の高齢化

により、技術の継承が大きな課題となってい

る。新卒の工業高校生や理系大学生を採用・

育成しながら技術を継承できればと考えてい

る。しかし、技術の継承には時間もかかるこ

とから状況により中途採用も行っていきた

い。また、高齢者雇用の体制も整備しなが

ら、高齢者の活用を図っていく。

【非製造業】

＜一般土木建築工事業＞ 若い人材が少な

く、技術職員からの知識・技能の承継ができ

ない。

＜一般土木建築工事業＞ 休日の増加に伴う

交代要員（複数人体制）の確保が必要になっ

てきている。教育や育成に時間とコストがか

かるが、近い将来を考えると必要である。会

社としての強みを最大限PRする手法も含め

て、人材確保にはコストをかけていきたい。

経営のポイント

― １４ ―ほくよう調査レポート ２０１９年６月号
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＜木造建築工事業＞ 建築業界は高齢化が進

んでおり、今後若い人材の採用と育成が重要

になる。

＜木造建築工事業＞ 働き方改革は業界全体

又は地域全体で取り組まなければ進まない部

分もある。また、取組後に発生すると思われ

る新たな課題への対応など先が見えない状況

である。

＜電気機械器具卸売業＞ 経験者、専門知識

保有者の応募が少ないため、やる気のある人

材を採用し育成により技術力の継承を行って

いきたい。

＜建築材料卸売業＞ 中小企業における新卒

採用等雇用に関する状況は厳しいが、現在い

る社員に長く勤務してもらうことにより人手

不足がこれ以上強まらない施策が重要だと認

識している。「処遇改善」するためには中小企

業には資源が十分ではないことから、やりが

い、充実感を増加させるための人材育成、能

力向上のための教育が大切だと考え取組んで

いる。

＜機械器具卸売業＞ 当社の業界は人気が薄

い業種であり、専門学校等への直接訪問等に

より人材を確保している。入社後の社員の資

格取得を奨励し、受講料は会社が負担するこ

ととして会社全体の技術力強化を図ってい

る。

＜燃料小売業＞ 燃料販売には資格が必要で

人材育成に年数がかかるが、今後人材の引き

抜きが増加する恐れがある。そのため、給

与、待遇面を向上する必要がある。

＜土木建築サービス業＞ 売り手市場によ

り、企業側の負担が大きくなっている。若手

の育成が今後の競争力に大きく影響してくる

ため、注力していきたい。

＜産業用機械器具賃貸業＞ 同業及び他社の

採用状況を把握しながら劣後なき様、雇用条

件や時代に則った働く環境を整えたい。全営

業所（地方含め）で中途採用も含め募集して

いるが、応募が極端に少ない。また、応募が

来ても希望する人材が少ない。

経営のポイント

― １５ ― ほくよう調査レポート ２０１９年６月号
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― １６ ―ほくよう調査レポート ２０１９年６月号

（要 約）

総人口
・北海道では減少スピードが加速し、本格的な人口減少時代へ
・札幌市も減少に転換、しかし４０年では北海道の４割超が札幌市に集中
・北海道（除・札幌市）が北海道（全体）の減少数の約８割を占める
年少人口
・北海道、札幌市、北海道（除・札幌市）のいずれにおいても実数が少なくなり、出生数
向上の取組が非常に重要な課題へ
生産年齢人口
・北海道の減少スピードは００→２０年とほぼ変わらないペース
・札幌市では００→２０年の減少数に比べ２０→４０年では２倍以上に拡大
・北海道（除・札幌市）では、実数で１０万人程度に縮小する地域（圏域）もある
高齢者人口
・北海道は２０年以降ではほぼ横ばい状態へ
・札幌市では増加数は小さくなるが、４０年の後期高齢者は４１万人超へ
・北海道（除・札幌市）では００→２０年の増加基調から減少基調へと転換する

はじめに

２１世紀に入り１９年が経過し、元号も「令和」へと変わり、来年は東京オリンピック・パラリン

ピックが開催される２０２０年を迎えます。一方、国内の少子高齢化は続いており、２０２５年には「団

塊の世代」がすべて後期高齢者となります。

時代の変わり目ということで、今一度、北海道の人口について、「北海道」と「札幌市」、「北

海道（除・札幌市）」という３つの切り口から、２０００年を起点に、「００年から２０年まで」（これま

で）と「２０年から４０年まで」（これから）の変化（予測）を比較しつつ概観してみます。また、北

海道（除・札幌市）では６圏域別（注１）に整理しています。

なお、将来推計（２０２０年以降）に関するデータは、自治体等で策定した人口ビジョンのベース

となった国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来人口推計（２０１３年３月推計、出生

中位・死亡中位仮定）」（以下、「社人研推計」という。）を使用しています。

※ 参 考 ／ 団塊の世代等の動向
・年齢階層別人口の変化の背景には、人口が多い「団塊の世代」（１９４７～４９年生まれ）及び「団塊世代
ジュニア」（７１～７４年生まれ）の年齢別階層の移行があります。

・団塊世代は２０１２～１４年に高齢者へと移行し、２２～２４年には後期高齢者へと移行します。
また、団塊ジュニアは２０３６～３９年に高齢者へと移行します。

北海道の人口・２０２０→４０年予測について
株式会社 北海道二十一世紀総合研究所調査部

寄稿

注１： ６圏域とは、「道央（除・札幌市）」（空知、石狩（除・札幌市）、後志、胆振、日高の各（総合）振興
局管内）、「道南」（渡島、檜山（総合）振興局管内）、「道北」（上川、留萌、宗谷（総合）振興局管内）、
「オホーツク」（オホーツク総合振興局管内）、「十勝」（十勝総合振興局管内）、「釧根」（釧路、根室（総
合）振興局管内）のことを指す。
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寄稿

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０１９年６月号

道央（除・札幌市） １，５９０ １，３５５ １，０４０ －２３５ －１４．８ －３１５ －２３．３ －５５０ －３４．６
道 南 ５１６ ４１４ ２９８ －１０３ －１９．９ －１１６ －２８．０ －２１９ －４２．３
道 北 ６９４ ５８７ ４４２ －１０８ －１５．５ －１４４ －２４．６ －２５２ －３６．３
オホーツク ３３８ ２７９ ２１０ －５９ －１７．４ －７０ －２４．９ －１２９ －３８．０
十 勝 ３５８ ３３０ ２７２ －２８ －７．７ －５８ －１７．４ －８５ －２３．８
釧 根 ３６３ ２９３ ２１７ －７０ －１９．２ －７７ －２６．１ －１４６ －４０．３

総人口 ２０００年 ２０２０年 ２０４０年
００→２０年／変化 ２０→４０年／変化 ００→４０年／変化
増減数 増減率 増減数 増減率 増減数 増減率

全 国（万人） １２，６７０ １２，４１０ １０，７２８ －２６０ －２．１ －１，６８２ －１３．６ －１，９４２ －１５．３
北海道 ５，６５７ ５，１７８ ４，１９０ －４７９ －８．５ －９８８ －１９．１ －１，４６７ －２５．９
札幌市 １，７９７ １，９２０ １，７１２ １２３ ６．８ －２０９ －１０．９ －８６ －４．８

北海道（除・札幌市） ３，８５９ ３，２５８ ２，４７８ －６０２ －１５．６ －７７９ －２３．９ －１，３８１ －３５．８

■ 総人口の変化（単位：全国・万人、その他・千人、％）

資料：２０００年は国勢調査（「年齢不詳」除く）、２０２０年以降は社人研推計
注：ラウンドの関係で合計値が一致しないものなどがある（以下のデータも同様）

１．総人口

（１）北海道：本格的な人口減少時代へ

国勢調査及び社人研推計によれば、２０００年から２０４０年にかけて１４６万７千人減少し、４０年では

４１９万人になると推計されています。これは、全国の減少数の８．６％にあたる大きな規模で、減少

率も全国より１０．６ポイント高い２５．９％とされています。

この変化を、①「００→２０年」と②「２０→４０年」の２つの期間（以下、「①の期間」、「②の期

間」という。）で分けて見ると、減少数は、②の期間（９８．８万人減）では①の期間（４７．９万人

減）の２倍超であり、本道ではこれからが本格的な人口減少時代を迎えると言えます。これには

北海道の高齢化が全国に比べ、早くから進行してきたことが影響しているものと考えます。

（２）札幌市：減少に転換するものの、人口集中は続く

総人口は、まもなくピークを迎え４０年にかけて減少する見込みです。００年から４０年にかけて８

万６千人が減少し、４０年では１７１万２千人になるものと推計されています。その減少率は４．８％

と、全国（１５．３％減）や北海道（除・札幌市）（３５．８％減）よりもかなり小さな値です。２つの期

間に分けて見た場合、①の期間の１２万３千人の増加から②の期間では２０万９千人の減少へと転換

し、今後の北海道の総人口の減少に少なからぬ影響を及ぼすこととなります。

また、北海道の人口減少が進む中、札

幌市への人口集中は続いていくことか

ら、４０年では北海道の総人口に占める札

幌市のシェアは４割超となるほか、生産

年齢人口の４２．０％が札幌市に集中しま

す。また、７５歳以上の後期高齢者が多く

なっていくものと見込まれています。

２０００年 ２０１０年 ２０２０年 ２０２５年 ２０３０年 ２０３５年 ２０４０年

総数 ３１．８ ３４．７ ３７．１ ３８．１ ３９．１ ４０．０ ４０．８

０～１４歳 ３１．４ ３４．１ ３６．５ ３７．１ ３７．５ ３７．８ ３７．９

１５～６４歳 ３３．６ ３７．１ ３９．４ ４０．２ ４０．９ ４１．５ ４２．０

６５歳以上 ２５．５ ２８．８ ３３．３ ３４．９ ３６．６ ３８．４ ４０．０

うち６５～７４歳 ２６．１ ３０．０ ３４．１ ３５．２ ３７．４ ３９．６ ４０．９

うち７５歳以上 ２４．５ ２７．７ ３２．６ ３４．７ ３６．２ ３７．８ ３９．５

■ 北海道の人口に占める札幌市の割合（単位：％）

資料：国勢調査、２０２０年以降は社人研推計（中位）
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寄稿

― １８ ―ほくよう調査レポート ２０１９年６月号

年少人口 ２０００年 ２０２０年 ２０４０年
００→２０年／変化 ２０→４０年／変化 ００→４０年／変化
増減数 増減率 増減数 増減率 増減数 増減率

全 国（万人） １，８４７ １，４５７ １，０７３ －３９０ －２１．１ －３８４ －２６．４ －７７４ －４１．９
北海道 ７９２ ５３１ ３５３ －２６１ －３３．０ －１７８ －３３．４ －４３９ －５５．４
札幌市 ２４８ １９４ １３４ －５５ －２２．１ －５９ －３０．７ －１１４ －４６．０

北海道（除・札幌市） ５４４ ３３７ ２１９ －２０７ －３８．０ －１１８ －３５．０ －３２５ －５９．７

道央（除・札幌市） ２２０ １３９ ９２ －８２ －３７．０ －４７ －３４．０ －１２９ －５８．４
道 南 ７０ ４０ ２５ －３０ －４２．７ －１６ －３８．９ －４６ －６４．９
道 北 ９５ ６０ ３９ －３４ －３６．４ －２２ －３５．８ －５６ －５９．２
オホーツク ４８ ２９ １８ －２０ －４０．９ －１１ －３７．０ －３０ －６２．８
十 勝 ５５ ３８ ２６ －１７ －３１．６ －１１ －３０．２ －２９ －５２．３
釧 根 ５５ ３２ ２０ －２３ －４２．１ －１２ －３７．１ －３５ －６３．６

■ 年少人口の変化（単位：全国・万人、その他・千人、％）

資料：２０００年は国勢調査（「年齢不詳」除く）、２０２０年以降は社人研推計

（３）北海道（除・札幌市）：減少スピードはさらに加速

００年から４０年にかけて１３８万１千人減少し、４０年には２４７．８万人になるものと推計されており、

その減少率は３５．８％と全国より２０．５ポイントも高い値です。

２つの期間の比較では、①期間の６０万２千人の減少から、②の期間の７７万９千人の減少へと減

少数が拡大し、これからの北海道全体の減少数の約８割を占める大きな規模です。圏域別で見て

も減少数の拡大は同様で、今後の２０年間（②の期間）では、十勝を除く５圏域で２～３割の減少

が見込まれています。

２．年少人口：実数が少なくなり、出生数向上への取組が非常に重要な課題へ

年少人口では、北海道、札幌市、北海道（除・札幌市）のいずれも、全国に比べて、①の期間

も②の期間も減少率が大きくなっています。特に、北海道（除・札幌市）では、００年から４０年に

かけて６割の減少が見込まれています。

２つの期間の比較では、減少数は、札幌市で②の期間の方がやや多くなる一方、北海道（除・

札幌市）では②の期間の方ではかなり少なくなります。しかし、減少率では、②の期間はいずれ

も３割超であり、６圏域別の４０年の実数では、道央（除・札幌市）が９万２千人、道北が３万９

千人であり、それ以外の４圏域では３万人未満と見込まれ、今後は出生数の向上に向けた取組が

非常に重要な課題になるものと考えます。

３．生産年齢人口

（１）北海道：減少のスピードは００→２０年とほぼ同様

００年から４０年にかけて１７０万４千人が減少し、４０年には２１２万９千人になる見込みです。この減

少数は全国の減少数の６．０％を占め、その規模は鹿児島県の総人口（都道府県別人口２４位・１６５万

人／１５年国勢調査）を上回るもので、減少率も全国より１１．５ポイント高い４４．４％となっています。

２つの期間の比較では、②の期間の減少数は①の期間に比べ小さくなるものの、②の期間では

なお８２万人超の減少数であり、減少のスピードは①の期間とほぼ同様のペースで続いていくと見

込まれています。
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― １９ ― ほくよう調査レポート ２０１９年６月号

生産年齢人口 ２０００年 ２０２０年 ２０４０年
００→２０年／変化 ２０→４０年／変化 ００→４０年／変化
増減数 増減率 増減数 増減率 増減数 増減率

全 国（万人） ８，６２２ ７，３４１ ５，７８７ －１，２８１ －１４．９ －１，５５４ －２１．２ －２，８３５ －３２．９
北海道 ３，８３３ ２，９５０ ２，１２９ －８８２ －２３．０ －８２１ －２７．８ －１，７０４ －４４．４
札幌市 １，２８６ １，１６２ ８９４ －１２４ －９．７ －２６８ －２３．１ －３９３ －３０．５

北海道（除・札幌市） ２，５４７ １，７８９ １，２３６ －７５８ －２９．８ －５５３ －３０．９ －１，３１１ －５１．５

道央（除・札幌市） １，０４９ ７４６ ５２４ －３０３ －２８．９ －２２１ －２９．７ －５２４ －５０．０
道 南 ３３７ ２２６ １４８ －１１２ －３３．１ －７８ －３４．６ －１９０ －５６．２
道 北 ４５８ ３１６ ２１５ －１４２ －３１．０ －１０１ －３１．９ －２４３ －５３．０
オホーツク ２２１ １５２ １０２ －６９ －３１．３ －５０ －３２．７ －１１９ －５３．８
十 勝 ２３６ １８６ １３７ －５１ －２１．５ －４８ －２６．０ －９９ －４１．９
釧 根 ２４５ １６４ １０９ －８１ －３３．２ －５５ －３３．５ －１３６ －５５．６

■ 生産年齢人口の変化（単位：全国・万人、その他・千人、％）

資料：２０００年は国勢調査（「年齢不詳」除く）、２０２０年以降は社人研推計

（２）札幌市：減少数が００→２０年に比べ２倍以上に拡大

００年から４０年にかけて３９万３千人の減少となり、４０年では８９万４千人となると推計されていま

す。減少率は３０．５％ですが、これは全国の減少率（３２．９％）よりもやや低く、北海道（除・札幌

市）の減少率（５１．５％）に比べて２１ポイントも低い値です。

しかし、減少数で見ると、①の期間の１２万４千人減少から②の期間では２６万８千人の減少へと

２倍以上に拡大し、減少のペースという観点から考えると、厳しくなることが見込まれています。

（３）北海道（除・札幌市）：圏域によっては実数が１０万人程度に縮小

４０年では００年に比べ半減（５１．５％減少）し、実数では１３１万１千人少ない１２３万６千人と推計さ

れています。この減少規模は、青森県（都道府県別人口３１位・１３１万人／同調査）と同程度であ

り、大きな規模と言えます。また、４０年での実数を６圏域別に見ると、オホーツクが最も少ない

１０万２千人で、以下、釧根の１０万９千人、十勝の１３万７千人、道南の１４万８千人と見込まれ、４

圏域で１５万人未満となります。

２つの期間の比較では、①の期間の７５万８千人の減少から②の期間の５５万３千人の減少へと減

少数は小さくなりますが、減少率は高くなり、十勝や道央（除・札幌市）を除いて、今後さらに

３割以上減少します。

特に、６圏域別では４０年での生産年齢人口の実数が１０万人程度と小規模になるところもあり、

労働力不足など産業・経済活動等に与える影響が懸念されます。

４．高齢者人口

（１）北海道：２０年以降はほぼ横ばい状態へ

００年から４０年にかけて６５．５％増加し、４０年では６７万６千人増加の１７０万７千人と推計されてい

ます。なお、この数値は、４０年における札幌市の総人口（１７１万２千人）とほぼ同程度の規模で

す。この間の増加分のうち、前期高齢者は３万９千人増（６．３％増）、後期高齢者は６３万７千人増

（１５４．０％増）で、その９割超が後期高齢者となっています。

高齢者人口のピーク（実数）が２０２５年の１７１万６千人で、前期は２０年の８１万５千人、後期は３０
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― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０１９年６月号

1,800

1,600

1,400

1,200

1,000

ピーク年・人数 ６５歳以上 うち６５～７４歳 うち７５歳以上 後＞前の時期

北海道 ２５年・１７１．６万人 ２０年・８１．５万人 ３０年・１０９．１万人 ２０２０年

札幌市 ４０年・６８．４万人 ２０年・２７．８万人 ４０年・４１．５万人 ２０２０年

北海道（除・札幌市）２０年・１１３．２万人 ２０年・５３．８万人 ３０年・６９．６万人 ２０１０年

＊道央（除く札幌市）２０年・４７．０万人 ２０年・２２．４万人 ３０年・２８．９万人 ２０１５年

＊道 南 ２０年・１４．８万人２０年・７．１万人３０年・ ８．７万人 ２０１０年

＊道 北 ２０年・２１．１万人１５年・９．８万人３０年・１３．１万人 ２０１０年

＊オホーツク ２０年・ ９．９万人２０年・４．６万人３０年・ ６．１万人 ２０１０年

＊十 勝 ３０年・１０．９万人２０年・５．０万人３０年・ ６．９万人 ２０１０年

＊釧路・根室 ２０年・ ９．７万人２０年・４．８万人３０年・ ５．９万人 ２０２０年

■ 高齢者人口のピーク（実数ベース） 社人研推計（中位）

注：「後＞前の時期」とは、後期高齢者数が前期高齢者数を上
回った時期

年の１０９万１千人であることから、２つの期間での比較では、増加してきた①の期間に対し、②

の期間では高齢者人口は２０年からほぼ横ばいとなり、後期では３０年から緩やかに減少していきま

す。一方、前期は団塊世代ジュニアの高齢者人口への移行に伴い、２０３５年から４０年にかけてやや

増加します。

（２）札幌市：後期高齢者が増え続け、４０年の

実数は４１万人台へ

００年から４０年にかけて、２６万３千人から６８万

４千人へと２．６倍の規模に増加します。増加率

は１６０．２％と大きく、前期が１０万８千人の増加

（６６．８％増）であるのに対し、後期は３１万３千

人の増加（３０８．８％増）と著しい増加が見込ま

れています。

２つの期間の比較では、後期が４０年まで増加

が続く一方、前期が２０年の２７万８千人がピーク

となることから、高齢者人口（全体）では①の期間の３０万２千人の増加から②の期間では１１万９

千人の増加へと増加数は小さくなります。具体的には、前期が①の期間では１１万７千人の増加で

すが②の期間では９千人の減少へと転換します。後期では①の期間の１８万５千人の増加から②の

期間では１２万８千人の増加へと、増加数が小さくなると推計されています。

しかし、４０年での後期高齢者の実数は４１万５千人と見込まれており、この数値は２０００年におけ

る北海道の後期高齢者数（４１万３千人）を上回る規模であり、また、②の期間での約１３万人の増

加は、小樽市や北見市、江別市の人口（２０１５年・１２万人台）を上回る規模で、医療・福祉サービ

スの提供体制や従事者確保などへの影響が予想されます。

（３）北海道（除・札幌市）：００→２０年の増加基調から、２０→４０年では減少基調に転換

００年から４０年にかけて２５万５千人増加しますが、増加率は３３．１％と、全国（７５．７％増）や札幌
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― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０１９年６月号

1,200

1,000

後期高齢者人口 ２０００年 ２０２０年 ２０４０年
００→２０年／変化 ２０→４０年／変化 ００→４０年／変化
増減数 増減率 増減数 増減率 増減数 増減率

全 国（万人） ９００ １，８７９ ２，２２３ ９７９ １０８．８ ３４４ １８．３ １，３２３ １４７．０
北海道 ４１３ ８８１ １，０５０ ４６８ １１３．１ １６９ １９．２ ６３７ １５４．０
札幌市 １０１ ２８７ ４１５ １８５ １８２．８ １２８ ４４．６ ３１３ ３０８．８

北海道（除・札幌市） ３１２ ５９４ ６３５ ２８２ ９０．５ ４１ ６．９ ３２３ １０３．７

道央（除・札幌市） １３１ ２４６ ２６２ １１５ ８８．０ １５ ６．３ １３１ ９９．８
道 南 ４５ ７７ ７６ ３２ ７２．８ －１ －０．８ ３２ ７１．３
道 北 ５８ １１３ １１８ ５５ ９３．８ ６ ５．０ ６０ １０３．４
オホーツク ２８ ５３ ５７ ２５ ８８．４ ４ ８．２ ２９ １０３．８
十 勝 ２６ ５７ ６８ ３０ １１４．８ １１ ２０．０ ４２ １５７．７
釧 根 ２４ ４９ ５４ ２５ １０４．３ ５ １０．６ ３０ １２５．９

■ 後期高齢者人口の変化（単位：全国・万人、その他・千人、％）

資料：２０００年は国勢調査（「年齢不詳」除く）、２０２０年以降は社人研推計

市（１６０．２％）よりも低くなっています。前期・後期別では、前期の６万９千人（１５．０％）の減

少に対し、後期は３２万３千人（１０３．７％）の増加が見込まれ、４０年の高齢者人口の実数は１０２万４

千人と推計されています。

前期が２０年を境に減少し、３０年以降はほぼ横

ばいで推移するほか、後期は３０年を境に減少す

ることから、２つの期間の比較では、②の期間

では、①の増加基調から減少基調へと転換しま

す。また、高齢者人口のピークは２０年の１１３万

２千人で、６圏域別では唯一、十勝が３０年と遅

くなっています。また、前期のピークは２０年

で、唯一、道北が１５年と早く、後期のピークは

全て３０年であり、今後の増加数は４万１千人

（６．９％増）と見込まれています。なお、後期高齢者の増加数が１万人を超える圏域は、道央

（除・札幌市）と十勝の２圏域に留まるとされています。

まとめ

全国的に人手不足が大きな課題となっていますが、これからの北海道では生産年齢人口の減少

が全国よりも厳しくなるとされています。また、札幌市等では後期高齢者の増加により医療・福

祉サービスの需要が高まり、雇用情勢に影響を及ぼすことも予想されます。

北海道の持続的な発展に向けては、産業・経済活動での戦略的な取組はもとより、人材の育

成・確保、AI・IoT・ロボット等の利活用、移住・定住の促進、外国人労働力の導入、次の時代

を担う人材確保（出生数向上）やSDGs（注２）の推進などを、地域特性を踏まえつつ、全国に先駆け

てオール北海道で強力に展開していくことが必要と考えます。

注２： SDGsとは持続可能な開発目標のことで、２０１５年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発の
ための２０３０アジェンダ」にて記載された２０１６年から２０３０年までの国際目標。
持続可能な世界を実現するための１７のゴール・１６９のターゲットから構成され、地球上の誰一人とし

て取り残さないことを誓っています。日本や北海道でもSDGsの推進に向けて積極的な取組を進めています。
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経済コラム 北斗星

「アイヌ新法」成立後の課題
去る４月１９日にいわゆる「アイヌ新法」が成立した（新法の正式名称は「アイヌの人々の

誇りが尊重される社会を実現するための施策の推進に関する法律」）。２００７年の「先住民族の

権利に関する国連宣言」の採択を受けて、２００８年に我が国の衆参両院における「アイヌ民族

を先住民族とすることを求める決議」が行われてから、早くも１０年以上が経過していただけ

に、何はともあれ、アイヌ民族が我が国の先住民族として法的に認められたことは、長年の

懸案に関する大きな一歩ではないかと思われる。

今般成立した「アイヌ新法」は、アイヌ民族を先住民族として位置づけ、アイヌ民族に対

する差別を禁止すると共に、今後市町村が推進する「アイヌ施策推進地域計画」のうち内閣

総理大臣の認定をうけた事業に対し交付金を交付することなどが定められている。新聞報道

によれば、こうした新法の措置に関し、アイヌ民族が長年求めてきた先住権や生活・教育支

援、差別禁止の具体的施策などが盛り込まれていないとして、新法の対応は諸外国における

措置と比較してなお不十分との批判も聞かれるようだ。これらは今後の課題といえよう。

ところで、課題といえば、アイヌ新法の下で、今後、政府は、アイヌ施策の総合的かつ効

果的な推進を図るための「基本方針」を定めること、都道府県はその地区内におけるアイヌ

施策の推進の「都道府県方針」を定めるよう努めること、市町村は、単独または共同で「ア

イヌ施策推進地域計画」を作成し、内閣総理大臣の認定を受けることができる（認定を受け

た地域計画に対し交付金を交付）という仕組みが構築されている。新聞報道によれば、既に

４０近い市町村が地域計画の作成を検討する方向とのことだ。アイヌの人々が多く暮らす北海

道地域こそ、正にこうした地域計画の推進力が試されることになる。

実は、北海道外にアイヌ民族の方々が何処に何人暮らしているかは、全く分かっていな

い。北海道については、北海道庁が実施している「北海道アイヌ生活実態調査」によって、

おおよその数が把握されている。というのは、調査の対象は「地域社会でアイヌの血を受け

継いでいると思われる方、また、婚姻・養子縁組等によりそれらの方と同一の生計を営んで

いる方」について、道庁が市町村に委託して調査を行っているものであり、調査結果として

集計されている人数はアイヌの方々の全数ではない。直近の平成２９年調査では、総数１３，１１８

人（前回平成２５年調査、同１６，７８６人）となっている。

こうした基盤の上に立って、今後、①アイヌ文化の保存又は承継、②アイヌの伝統等に関

する理解の促進、③観光の振興その他の産業の振興、④地域内若しくは地域間の交流又は国

際交流の促進などの事業が行われていくことになる。こうした点を考慮すると、先ず将来に

わたって事業の持続的かつ継続可能な体制作りが求められる。そのためには事業に携わる

人々がボランティア依存であってはならず、そうした活動を行うことによって生活が保障さ

れる仕組みが用意されなければならない。さらに長い目で見れば、活動に参加するアイヌお

よびそれ以外の人々の教育・人材育成が極めて重要である。北海道民としては、この先にさ

らに困難な道が続くことを改めて覚悟しておく必要がある。

（令和元年５月１４日 北洋銀行顧問 横内 龍三）

ｏ．２７５（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００　　　　　経済コラム　北斗星３７  2019.05.15 19.24.51  Page 22 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年度 r ９９．７ △２．４ r ９９．８ △０．８ r ９９．７ △０．９ r ９９．６ △１．０ r ９２．６ △４．７ r ９５．２ ０．２
２０１６年度 r ９９．８ ０．１ r１００．６ ０．８ r ９９．４ △０．３ r１００．２ ０．６ r ９２．３ △０．３ r ９３．９ △１．４
２０１７年度 r１００．３ ０．５ r１０３．５ ２．９ r１０１．４ ２．０ r１０２．４ ２．２ r ９８．０ ６．２ r ９８．７ ５．１
２０１８年度 p９８．０ △２．３ １０３．８ ０．３ p９７．９ △３．５ １０２．６ ０．２ p１０１．３ ３．４ ９８．９ ０．２

２０１８年１～３月 r ９９．３ △１．１ １０３．５ △０．９ r１００．４ △０．９ １０２．２ △０．９ r１０２．８ ８．０ １０３．６ ２．５
４～６月 r１００．０ ０．７ １０４．３ ０．８ r１００．４ ０．０ １０３．６ １．４ r１０２．９ ０．１ １０１．６ △１．９
７～９月 r ９５．８ △４．２ １０３．６ △０．７ r ９６．８ △３．５ １０２．４ △１．２ r１０２．１ △０．８ １０２．０ ０．４
１０～１２月 r ９９．０ ３．３ １０５．０ １．３ r ９８．８ ２．０ １０３．４ １．０ r１０５．２ ３．０ １０２．９ ０．９

２０１９年１～３月 p９７．６ △１．４ １０２．４ △２．５ p９６．３ △２．５ １０１．２ △２．１ p１０６．２ １．０ １０３．８ ０．９
２０１８年 ３月 r１００．０ １．３ １０５．１ １．１ r１００．３ ０．０ １０３．５ １．０ r１０２．８ ４．２ １０３．６ ２．６

４月 r１００．１ ０．１ １０４．５ △０．６ r１０２．１ １．８ １０４．４ ０．９ r１００．１ △２．６ １０２．５ △１．１
５月 r１００．４ ０．３ １０４．８ ０．３ r１０１．４ △０．７ １０３．２ △１．１ r１０２．３ ２．２ １０２．７ ０．２
６月 r ９９．６ △０．８ １０３．７ △１．０ r ９７．６ △３．７ １０３．３ ０．１ r１０２．９ ０．６ １０１．６ △１．１
７月 r ９９．６ ０．０ １０３．８ ０．１ r１００．３ ２．８ １０２．１ △１．２ r１０１．７ △１．２ １０１．９ ０．３
８月 r ９８．４ △１．２ １０３．６ △０．２ r ９９．５ △０．８ １０３．０ ０．９ r１０２．５ ０．８ １０１．８ △０．１
９月 r ８９．５ △９．０ １０３．５ △０．１ r ９０．７ △８．８ １０２．１ △０．９ r１０２．１ △０．４ １０２．０ ０．２
１０月 r ９８．８ １０．４ １０５．６ ２．０ r ９８．７ ８．８ １０４．４ ２．３ r１０４．９ ２．７ １０１．５ △０．５
１１月 r ９８．９ ０．１ １０４．６ △０．９ r ９９．７ １．０ １０２．８ △１．５ r１０３．９ △１．０ １０１．６ ０．１
１２月 r ９９．３ ０．４ １０４．７ ０．１ r ９７．９ △１．８ １０３．１ ０．３ r１０５．２ １．３ １０２．９ １．３

２０１９年 １月 r ９６．７ △２．６ １０２．１ △２．５ r ９５．４ △２．６ １００．６ △２．４ r１０３．７ △１．４ １０２．０ △０．９
２月 r ９８．８ ２．２ １０２．８ ０．７ r ９８．２ ２．９ １０２．２ １．６ r１０４．１ ０．４ １０２．４ ０．４
３月 p９７．４ △１．４ １０２．２ △０．６ p９５．２ △３．１ １００．９ △１．３ p１０６．２ ２．０ １０３．８ １．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 ９６１，５５４ ３．３ r １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ r １３１，４７７ ３．３
２０１６年度 r ９５３，９０７ ０．４ r １９５，２６０△１．１ r ２０２，８４９ △３．５ r ６５，６０７ △３．４ r ７５１，０５８ １．６ r １２９，６５３ ０．０
２０１７年度 r ９６２，１２１ ０．９ r １９６，２５２ ０．５ r ２０１，２９１ △０．８ r ６５，３５４ △０．４ r ７６０，８３０ １．３ r １３０，８９８ １．０
２０１８年度 ９６５，８６８ ０．４ １９５，４８３△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９６４ △２．１ ７６５，４０９ ０．６ １３１，５１８ ０．５

２０１８年１～３月 ２３７，１１８ １．２ ４７，７７２ ０．５ ５１，２７８ ０．６ １６，０６９ △１．１ １８５，８４０ １．４ ３１，７０４ １．３
４～６月 ２３１，２１５ ０．７ ４７，２６０ ０．２ ４５，９７９ ２．２ １５，２８０ ０．１ １８５，２３６ ０．４ ３１，９７９ ０．３
７～９月 ２３５，９３８ ０．９ ４７，８８８ ０．２ ４５，８６０ △４．１ １４，７３３ △４．０ １９０，０７８ ２．１ ３３，１５５ ２．２
１０～１２月 ２６１，４４９ ０．０ ５３，１２４△０．７ ５７，５０７ ０．５ １８，３５３ △１．８ ２０３，９４２ △０．２ ３４，７７１ △０．２

２０１９年１～３月 ２３７，２６６ ０．１ ４７，２１１△１．２ ５１，１１３ △０．３ １５，５９９ △２．９ １８６，１５３ ０．２ ３１，６１３ △０．３
２０１８年 ３月 ８１，４２７ １．２ １６，３８１ ０．４ １７，７０４ ０．２ ５，７０８ △０．４ ６３，７２３ １．５ １０，６７３ ０．９

４月 ７７，０６２ ０．８ １５，５６５△０．１ １５，１１５ ２．６ ５，００５ ０．２ ６１，９４７ ０．３ １０，５６０ △０．３
５月 ７６，８２７△０．３ １５，６６４△１．４ １５，０４０ ０．２ ４，９４４ △２．５ ６１，７８７ △０．５ １０，７２１ △０．８
６月 ７７，３２６ １．８ １６，０３０ ２．１ １５，８２４ ３．７ ５，３３１ ２．６ ６１，５０２ １．３ １０，６９９ １．９
７月 ８１，２４１△０．４ １７，００２△１．０ １６，７７８ △３．６ ５，６１７ △６．５ ６４，４６３ ０．５ １１，３８４ １．９
８月 ８０，１１４ １．４ １５，７５１ ０．６ １５，２９８ １．２ ４，５１５ △０．８ ６４，８１６ １．５ １１，２３６ １．２
９月 ７４，５８４ １．６ １５，１３５ １．１ １３，７８４ △９．９ ４，６００ △３．８ ６０，７９９ ４．６ １０，５３５ ３．４
１０月 ７７，１０５△１．２ １５，８６２△０．２ １６，２４２ △１．７ ５，１５９ △０．１ ６０，８６３ △１．０ １０，７０３ △０．２
１１月 ７９，９７６ ０．６ １６，４３７△１．７ １７，６２６ ３．４ ５，７８９ △２．３ ６２，３５０ △０．１ １０，６４８ △１．３
１２月 １０４，３６８ ０．３ ２０，８２５△０．５ ２３，６３９ ０．０ ７，４０５ △２．５ ８０，７２９ ０．４ １３，４２０ ０．７

２０１９年 １月 ８１，５０５△０．５ １６，３２２△３．０ １８，０７９ ０．９ ５，３８０ △４．９ ６３，４２６ △０．９ １０，９４１ △２．０
２月 ７４，１９８ ０．６ １４，３４５△１．５ １５，５５６ △０．６ ４，６００ △２．２ ５８，６４２ ０．９ ９，７４６ △１．２
３月 ８１，５６３ ０．２ １６，５４４ １．０ １７，４７８ △１．３ ５，６１９ △１．６ ６４，０８５ ０．６ １０，９２６ ２．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０１９年６月号

ｏ．２７５（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標  2019.05.21 09.17.51  Page 23 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ r ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ r ３３，１５９ ２．０
２０１６年度 r １３６，９７８ ０．１ r ４１，９８４△０．７ r ２４２，７１４ ５．６ r ５７，７２９ ５．３ １２９，４９２ △１．６ r ３３，０４０ △０．４
２０１７年度 r １４１，３７７ ３．２ r ４３，３４８ ３．３ r ２５５，３３１ ５．３ r ６１，５０３ ６．４ １３０，２８９ ０．６ r ３２，９０８ △０．４
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，１６４ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，４０１ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７３４ △０．５

２０１８年１～３月 ３６，８９７ ０．５ １０，９３１ ２．４ ６３，９１５ ４．８ １５，０８２ ７．４ ２５，０４５ １．２ ７，２１２ △０．５
４～６月 ３１，９１９ ２．９ １０，０７０ ２．９ ６４，８５８ ５．２ １５，９５４ ６．１ ３６，９５０ ０．６ ８，６０９ △２．０
７～９月 ３６，２９２ ０．９ １１，３９７ ０．９ ６７，７１１ ３．３ １６，２４９ ５．５ ３４，６３４ ４．７ ８，２５９ ０．８
１０～１２月 ３８，６２７ ３．０ １１，５１４ ２．２ ６５，９３７ ３．３ １６，３５９ ４．８ ３７，０２９ ４．４ ８，７７３ ０．６

２０１９年１～３月 ３８，１４６ ３．４ １１，１８４ ２．３ ６７，３６１ ５．４ １５，８４０ ５．０ ２５，３６４ １．３ ７，０９２ △１．７
２０１８年 ３月 １３，９９８△０．５ ４，０２３ ０．３ １９，８５３ ６．１ ５，２７０ ８．８ ９，４８５ ３．８ ２，６３０ ０．３

４月 １０，７９８△１．１ ３，３３４ ０．８ ２１，４７４ ６．０ ５，３０２ ７．９ １２，２９２ ４．１ ２，９７３ ０．４
５月 １０，３２２ ３．７ ３，２４０ ０．４ ２１，０５６ ４．５ ５，２９３ ４．１ １３，２３５ △２．９ ２，９５１ △５．６
６月 １０，７９９ ６．４ ３，４９６ ７．６ ２２，３２８ ５．２ ５，３５９ ６．３ １１，４２３ １．２ ２，６８６ △０．５
７月 １２，８９５△９．１ ４，５１６△１．５ ２２，３３１ ０．７ ５，６７０ ６．２ １１，６３３ △３．３ ２，９３１ ０．７
８月 １１，３９６ ３．１ ３，４９９△１．７ ２３，１６２ ４．０ ５，４３６ ５．４ １１，２３４ △０．１ ２，７３７ △１．４
９月 １２，００１ １２．０ ３，３８１ ７．３ ２２，２１８ ５．３ ５，１４３ ４．８ １１，７６７ ２０．２ ２，５９０ ３．３
１０月 １０，８３５ １．８ ３，０９９ ０．０ ２１，６２４ ２．７ ５，３２１ ６．３ １１，５３２ ５．０ ２，７４４ ５．６
１１月 １１，４９２ ０．４ ３，３７１△１．７ ２１，６９９ ３．５ ５，１９９ ４．４ １１，６７８ ５．７ ２，６８５ △２．４
１２月 １６，３００ ５．８ ５，０４４ ６．５ ２２，６１４ ３．８ ５，８３９ ３．９ １３，８１９ ２．９ ３，３４５ △０．８

２０１９年 １月 １３，０５９ ０．８ ３，８４９ ０．２ ２４，０５６ ６．２ ５，２５８ ４．９ ８，２８０ ０．２ ２，３６３ △２．０
２月 １０，２１５ ２．７ ３，０７４ ０．３ ２２，４８２ ５．１ ５，０１０ ４．４ ７，５１４ ３．０ ２，１３９ △１．４
３月 １４，８７２ ６．２ ４，２６１ ５．９ ２０，８２３ ４．９ ５，５７１ ５．７ ９，５７０ ０．９ ２，５９０ △１．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１５年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．７
２０１６年度 ５５５，１０４ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．１
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５

２０１８年１～３月 １３２，５５３ ２．２ ２７，９６８ ２．１ ２６５，７２２ ０．４ ２８５，５１６ ２．２ ３，０４８ １．８ ５１２ ２２．１
４～６月 １４１，０５７ １．９ ２９，６７８ １．６ ２４５，８３９ △２．３ ２８１，１２９ △０．５ ３，３１６ ０．５ ４０３ ２４．８
７～９月 １５３，４８９ １．５ ３１，８６７ ２．６ ２４５，１８８ △３．４ ２８２，３８０ ２．３ ３，８５０ △７．２ ４６８ ２．０
１０～１２月 １４３，９４３ ０．３ ３０，２６８ １．６ ２７０，２５８ △５．７ ３００，２３６ ２．１ ３，２５１ △０．９ ４４７ １．１

２０１９年１～３月 １３４，９１９ １．８ ２８，６９２ ２．６ ２５９，５５６ △２．３ ２９２，２８４ ２．４ ３，１３０ ２．７ ５６６ １０．６
２０１８年 ３月 ４６，４０９ ２．５ ９，９６９ ２．８ ２８８，１８１ ９．２ ３０１，２３０ １．１ １，０９０ ０．０ r １４３ ３２．４

４月 ４５，３４８ ２．５ ９，７２１ ２．２ ２４６，９４０ △６．０ ２９４，４３９ △０．５ ９９１ ４．７ r １１９ ２３．０
５月 ４７，４８１ ０．２ ９，９７９ ０．１ ２５４，３２２ ９．５ ２８１，３０７ △０．６ １，１１７ △３．５ r １３５ ２２．９
６月 ４８，２２８ ３．１ ９，９７８ ２．５ ２３６，２５４ △９．１ ２６７，６４１ △０．４ １，２０８ １．０ r １４９ ２８．２
７月 ５２，６４４△０．３ １０，９００ １．３ ２４７，４３２ １．９ ２８３，３８７ １．５ １，３００ △１．０ r １９８ １１．４
８月 ５１，９３９ １．９ １０，７４５ ２．２ ２５２，４３６ △８．４ ２９２，４８１ ４．３ １，５３３ ０．２ r １７９ １１．０
９月 ４８，９０６ ３．１ １０，２２２ ４．５ ２３５，６９７ △２．９ ２７１，２７３ ０．９ １，０１７ △２２．１ r ９１ △２４．０
１０月 ４７，０７７△２．３ ９，９８６ ０．０ ２５７，７７８ △１４．６ ２９０，３９６ ２．７ １，１３２ △７．３ r １２１ △１２．３
１１月 ４６，１５８ １．８ ９，７１６ ２．０ ２６４，７６７ ０．６ ２８１，０４１ １．３ １，０５３ １．３ r １１５ △５．５
１２月 ５０，７０８ １．４ １０，５６６ ２．８ ２８８，２２９ △２．３ ３２９，２７１ ２．２ １，０６６ ４．５ r ２１１ １５．５

２０１９年 １月 ４５，４４４ ２．１ ９，５６４ ２．６ ２５４，３４２ △６．８ ２９６，３４５ ２．３ １，００４ ４．６ r ２１２ １５．０
２月 ４２，７２１ ２．６ ９，００３ ３．８ ２５０，５７２ ６．１ ２７１，２３２ ２．１ ９９６ △０．２ r ２０４ １０．６
３月 ４６，７５４ ０．７ １０，１２６ １．６ ２７３，７５５ △５．０ ３０９，２７４ ２．７ １，１２９ ３．６ p １５０ ４．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２４ ―ほくよう調査レポート ２０１９年６月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１５年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３
２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０
２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．７
２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４

２０１８年１～３月 １３１，１１８ △２５．８ ２４，９３８ △１５．６ １．１５ １．４９ ３３，８５６ ０．５ ８９９，３５７ ２．５ ３．１ ２．５
４～６月 ４３６，７１４ △０．６ ４８，９７３ １．５ １．０８ １．３５ ３３，２８６ ２．９ ８５９，７７８ ４．１ ３．０ ２．５
７～９月 １９７，７３６ △１１．２ ３５，９４７ △４．３ １．１９ １．４６ ３２，６６３ △０．４ ８５３，５８７ ０．５ ２．８ ２．５
１０～１２月 ８８，２３２ △２．１ ２９，３５２ ３．６ １．２２ １．５３ ３１，５１８ ２．４ ８４９，８０７ １．１ ２．８ ２．４

２０１９年１～３月 １３４，５８５ ２．６ ２６，４０８ ５．９ １．１９ １．５３ ３４，４０９ １．６ ９０１，０４８ ０．２ ２．８ ２．４
２０１８年 ３月 １０２，２４９ △２９．７ １２，６９７ △１４．５ １．１４ １．４６ ３４，２４８ △１．６ ８９５，３９７ ３．７ ↓ ２．５

４月 １５９，４０５ ８．６ ２１，７７７ ５．５ １．０７ １．３５ ３４，７９２ ４．８ ８６６，９３８ ４．９ ↑ ２．６
５月 １５４，９１１ △０．４ １２，８５７ ３．５ １．０７ １．３３ ３２，７０５ ３．１ ８５６，９３３ ６．６ ３．０ ２．３
６月 １２２，３９７ △１０．６ １４，３３９ △５．６ １．１０ １．３７ ３２，３６０ ０．８ ８５５，４６２ ０．９ ↓ ２．５
７月 ８８，５０９ △６．８ １２，５２０ △２．９ １．１６ １．４２ ３４，４６４ ６．６ ８５５，５１０ ４．３ ↑ ２．５
８月 ６６，７７８ △６．９ １１，２４１ △２．２ １．１８ １．４６ ３２，３７１ １．１ ８７２，７１０ ３．６ ２．８ ２．５
９月 ４２，４４８ △２４．１ １２，１８６ △７．６ １．２２ １．４８ ３１，１５３ △８．６ ８３２，５４１ △５．８ ↓ ２．４
１０月 ４５，９３７ △５．８ １２，８２３ ９．５ １．２１ １．４９ ３６，７４６ ６．７ ９４４，４３３ ５．０ ↑ ２．４
１１月 ２６，８０１ ５．５ ８，１８９ △５．２ １．２３ １．５２ ３１，２９２ ４．４ ８５１，１８９ ３．１ ２．８ ２．４
１２月 １５，４９３ △２．９ ８，３４０ ４．６ １．２２ １．５７ ２６，５１６ △４．７ ７５３，８００ △５．３ ↓ ２．３

２０１９年 １月 ９，２２７ △１７．０ ５，８５３ △４．１ １．２０ １．５６ ３４，５６４ １．７ ９３３，６４８ ３．２ ↑ ２．４
２月 １５，０８６ △１５．０ ７，３９０ ２０．４ １．１９ １．５４ ３４，２０６ ２．６ ９１８，８７４ ２．３ ２．８ ２．３
３月 １１０，２７１ ７．８ １３，１６５ ３．７ １．１９ １．５０ ３４，４５８ ０．６ ８５０，６２１ △５．０ ↓ ２．５

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０１５年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０１５年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１５年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９
２０１７年度 １００．９ １．３ １００．４ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４
２０１８年度 １０２．３ １．４ １０１．２ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１１ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６

２０１８年１～３月 １０１．２ １．４ １００．５ ０．９ ６５ △１７．７ ２，０４１ △１．８ １０８．２０ ２１，４５４
４～６月 １０２．０ １．６ １０１．０ ０．８ ６２ △１６．２ ２，１０７ △３．７ １０９．０５ ２２，３０５
７～９月 １０２．３ １．７ １０１．１ ０．９ ５３ △１０．２ ２，０１７ △０．７ １１１．４４ ２４，１２０
１０～１２月 １０２．８ １．６ １０１．５ ０．９ ５１ △２１．５ ２，０７０ △１．７ １１２．８７ ２０，０１５

２０１９年１～３月 １０２．１ ０．９ １０１．３ ０．８ ５８ △１０．８ １，９１７ △６．１ １１０．１７ ２１，２０６
２０１８年 ３月 １０１．４ １．５ １００．６ ０．９ ２７ △２５．０ ７８９ ０．４ １０６．００ ２１，４５４

４月 １０１．８ １．５ １００．９ ０．７ １６ △２７．３ ６５０ △４．４ １０７．４３ ２２，４６８
５月 １０２．０ １．５ １０１．０ ０．７ ２７ △６．９ ７６７ △４．４ １０９．６９ ２２，２０２
６月 １０２．２ １．７ １０１．０ ０．８ １９ △１７．４ ６９０ △２．３ １１０．０３ ２２，３０５
７月 １０２．２ １．９ １００．９ ０．８ １８ △２１．７ ７０２ △１．７ １１１．３７ ２２，５５４
８月 １０２．２ １．６ １０１．２ ０．９ １８ １２．５ ６９４ ８．６ １１１．０６ ２２，８６５
９月 １０２．５ １．８ １０１．３ １．０ １７ △１５．０ ６２１ △８．５ １１１．８９ ２４，１２０
１０月 １０２．９ １．９ １０１．６ １．０ １５ △２５．０ ７３０ △０．４ １１２．７８ ２１，９２０
１１月 １０３．０ １．８ １０１．６ ０．９ １８ △３３．３ ７１８ ６．１ １１３．３７ ２２，３５１
１２月 １０２．６ １．１ １０１．４ ０．７ １８ ０．０ ６２２ △１０．６ １１２．４５ ２０，０１５

２０１９年 １月 １０２．０ １．０ １０１．２ ０．８ １６ △１５．８ ６６６ ４．９ １０８．９５ ２０，７７３
２月 １０２．１ ０．９ １０１．３ ０．７ １６ △１５．８ ５８９ △４．５ １１０．３６ ２１，３８５
３月 １０２．３ ０．８ １０１．５ ０．８ ２６ △３．７ ６６２ △１６．１ １１１．２１ ２１，２０６

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（３）

― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０１９年６月号

ｏ．２７５（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標  2019.05.20 18.18.10  Page 25 



ほくよう
調査レポート

2019

6

No.275

●道内経済の動き

●２０１９年 道内企業の雇用動向と新卒採用

●寄稿
北海道の人口・２０２０→４０年予測について

●経済コラム 北斗星
「アイヌ新法」成立後の課題
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